
                     

必ず期間内に提出してください。  

期間内に提出いただけない場合は、助成金をお支払いできない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※助成金の支給決定を受けている事業主は、この手引きを確認した上で、実績報告の手続きを行って

ください。 
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「ふくしま産業復興雇用支援助成金（住宅支援費）」 

実績報告の手引き 

（令和５年度報告） 

【お願い】 

御提出前に、離職の報告漏れがないか必ず御確認ください。報告漏れがあった場合、審査

に重大な影響がございます。場合によっては、お支払いした助成金の返還となることもご

ざいますので、支払事務の円滑化のため報告期間内に生じた変更については、漏れのな

い報告を徹底していただきますよう御協力をお願いします。 

《重要》 
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 助成金の支給決定を受けた事業主は、必要書類を以下のとおり提出してください。 

 

（１）受付期間 

    令和６年 2 月 1 日（木）から同年２月 7 日（水）まで※最終日（令和６年 2 月 7 日（水）当日消印有効） 

 （注）実績報告は別途知事の指定した期間に変更する場合があります。 

 

（２）提出方法  

    以下（４）提出先まで郵送で提出してください。新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から、対

面での受付は原則いたしません。 

    なお、郵送は書留等の配達記録が残る方法で行ってください。また、申請に係る経費は全て事業主負担

とします。 

 

（３）提出書類 

    「２ 実績報告に必要な書類」に記載の書類を提出してください。 提出部数は 1 部です。 

 

（４）提出先 

 

       

        

 

  

 

（５）実績報告の内容 

 必要となる実績報告対象期間は、各受給要件労働者の以下の期間です。 

    

 

（６）注意事項 

・実績報告提出後の流れは以下のとおりです。 

           

             

   ・実績報告書提出後、不足書類や確認事項等がある場合、御連絡させていただくことがありますので、

御理解、御協力をお願いいたします。 

・御提出いただいた書類は返却いたしません。提出の際、事業主控えを御用意いただくようお願いいた

します。 

   ・上記実績報告の対象期間分全ての御提出が確認できない場合、支払いが出来なくなることもあります

ので御注意ください。 

   ・本手引きに記載のない書類についても、審査で必要と判断した場合、提出を求める場合があります。 

 

・令和２年度申請分・・・第３回報告回（２年目基準日から３年目基準日まで） 

・令和３年度申請分・・・第２回報告回（１年目基準日から２年目基準日まで） 

・令和４年度申請分・・・第１回報告回（雇入日から１年目基準日まで） 

（注）基準日とは雇入日から 1 年、2 年、3 年を経過した日です。 

1 実績報告に係る書類の提出方法等 

 

住 所：〒９６０－８６７０ 

福島県福島市杉妻町２番１６号（西庁舎１２階） 

宛 先：福島県商工労働部雇用労政課 助成金担当 

電 話：０２４－５２１－７２９０ 

TEL： 024-521－7489 

実績報告提出 審査（雇用労政課） 支給額通知受領 助成金受給 
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※ 都合により収受印が必要な場合は、「収受確認書」を作成し、切手を貼付した返信用封筒（郵便番号・住所・宛名を記載

したもの）に入れて、実績報告書類に同封してください。「収受確認書」は上記の福島県雇用労政課ホームページからダウ

ンロードできます。 

2-1 必ず提出していただく書類 

 書類名 備考 

1 
○完了報告・雇用実績報告書 

（様式第 4 号） 

○対象労働者が 0 人となった場合でも、必ず提出してください。 

２ 
〇様式第４号 

（別紙） 

〇受給要件労働者ごとに雇入れ日時点、及び今回基準日時点の受給要件

労働者数とその他の雇用保険加入者の総数を記入してください。 

３ 
○受給要件労働者一覧 

（様式第 4 号の 2） 

○住宅支援の種別ごとに一覧表を作成してください。 

○全ての受給要件労働者について記載してください。 

４ 
○対象労働者・対象経費一覧 

（様式第 4 号の 3） 

○住宅支援の種別ごとに一覧表を作成してください。 

 

※様式４号の 2 で記入した受給要件労働者に加えて、住宅支援の拡充に伴

い、住宅支援額が増加した労働者についても記載してください。 

５ 

○出勤簿 

○タイムカード 

（写し） 

左記のいずれか 1 点を労働者ごとに提出してください。 

○提出対象者は、受給要件労働者以外の労働者を含む対象労働者全員で

す。 

○対象期間 

・令和２年度申請分…２年目基準日から３年目基準日まで 

 ・令和３年度申請分…１年目基準日から２年目基準日まで 

・令和４年度申請分…雇入日から１年目基準日まで 

※補充労働者は補充元労働者の離職日翌日以降の提出で可 

 

※公休日・有給休暇・欠勤がわかるように記載してください。 

※年月日・対象労働者氏名（フルネーム）を記載してください。 

 

６ 
○賃金台帳 

（写し） 

○提出対象者範囲は、受給要件労働者以外の労働者含む対象労働者全員

です。 

○対象期間 

・令和２年度申請分…２年目基準日から３年目基準日まで 

 ・令和３年度申請分…１年目基準日から２年目基準日まで 

・令和４年度申請分…雇入日から１年目基準日まで 

※以下よりダウンロードの上、必ず最新の様式を御使用ください。 

福島県雇用労政課ホームページ「ふくしま産業復興雇用支援助成金の御案内」 

   https://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/joseikin2601.html 

 

2 実績報告に必要な書類 
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2-2 住宅の新規借り上げ・追加借り上げの場合の提出書類 

 書類名 備考 

１ ○【借り上げ住宅用】住宅支援費

支出状況等確認書 

（様式第４号の４－１） 

○様式第 4 号の 3（住宅支援費対象労働者・対象経費一覧）に記載の各労

働者にかかる助成金経費を月別に記載してください。 

※それぞれの「労働者ごとの合計」は上記の助成対象経費と一致します。 

２ ○「賃借料の振込記録」等の写し ○助成対象期間中の事業主が賃借料を支払ったことが確認できる支払書

類の写しを全て提出してください。 

※今回の報告対象期間の雇用実績分賃金を報告対象期間より後に支払っ

ている場合、当該支払分の賃金台帳も提出が必要です。 

1 補充労働者は補充元労働者の離職日翌日以降、雇入れた日からの提出

で可。 

※ 補充労働者で補充開始日以降最初の賃金支払日が今回の報告対象期

間より後である場合は、基準日の含まれる月の雇用実績分賃金が記載され

た賃金台帳の提出が必要です。（補充開始日とは、補充元労働者の離職日

翌日以降、雇入れた日となります。） 

 

○以下全ての記載が必須となります。 

・労働者氏名（フルネーム） 

・賃金支払い年月日 

・支払月ごとの賃金計算期間 

・事業所名 

・賃金支払い年月 

７ ○福島県税の納税証明書 

○下記を 1 つの実績報告につき 1 部提出してください。 

・最寄りの各地方振興局県税部にて 3 ヶ月以内に取得したもの。 

・証明事項に「県税に未納（課税）がない」旨の記載があるもの。 

 

※新たに納税証明書を取得される際、手引き12ページの「納税証明書交付

申請書（記載例）」を参考に「県税に未納（課税）がないこと」が記載された納

税証明書の交付申請を行ってください。証明事項は６番の「県税に未納（課

税）がないこと」です。 

※原則として、各地方振興局県税部にて取得された原本を提出してくださ

い。 

※「福島県税の納税証明書」は、税務署・市役所等では交付されませんので

御注意ください。 

※新型コロナウイルス感染症の影響により徴収猶予を受けている場合は、

徴収猶予許可通知書等、その事実がわかる書類を提出してください。 

（例） 

雇 入 日：令和２年４月１日  

基 準 日：令和３年４月１日 

 賃金支給日：毎月 15 日〆翌月７日払いの場合 

→ 基準日についての賃金が５月７日に支払われるので５月７

日支払分までの賃金台帳が必要 
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３ ○新規（追加）借上げ住宅の入

居者一覧（様式第 4 号の 5） 

○基準日時点で、認定された借り上げ住宅に入居し、当該事業所に就業し

ている全ての労働者及び法人役員等の氏名、住所（マンション・アパートの

場合は名称、部屋番号も含む）を記載してください。 

 

４ ○「現住所を確認できる書類」の

写し（住宅支援対象者全員分） 

○基準日時点に借り上げ住宅に住宅支援対象労働者が入居していること

を証明する住民票等の写しを提出してください。 

 

○住民票等の住所と借り上げ住宅の所在地が異なる場合には、入居してい

る受給要件労働者名義で、かつ借り上げ社宅の所在地が記載されている

基準日以降の公共料金の領収書の写し等を提出してください。 

 

5 ○契約を更新した場合、新たに

契約した賃貸借契約書の写し 

 

※申請時に提出した賃借契約書から借り上げ期間についての更新がある

場合、その更新契約の期間・内容がわかるものを提出してください。 

 

2-3 住宅手当の導入・拡充の場合の書類 

 書類名 備考 

1 ○【住宅手当・家賃補助用】住宅

支援費支出状況等確認書 

（様式第４号の４－２） 

○様式第 4 号の 3（住宅支援費対象労働者・対象経費一覧）に記載の各労

働者にかかる助成経費を月別に記載してください。 

※それぞれの「労働者ごとの合計」は上記の助成対象経費と一致します。 

 

 

2-4 その他場合により必要となる書類 

（A）【支給決定日より前の離職その他の原因により、対象労働者とならないものがあることを確認した場合】

（この場合、補充労働者は認められません。） 

 

（B）【対象労働者が支給決定日以降に自己都合により離職した場合】 

 書類名 備考 

1 

○雇用保険被保険者資格喪失

確認通知書（事業主通知用）の

写し雇用保険被保険者資格喪失

確認通知書の写し 

○離職が原因の場合、対象労働者ごとに提出してください。 

※「被保険者通知用」ではなく「事業主通知用」を御提出ください。 

2 

○ふくしま産業復興雇用支援助

成金支給額変更申請書  

（様式第６号（第 14 条関係）） 

○手引き 2０ページを参考に作成してください。 

 

 

 書類名 備考 

1 

○雇用保険被保険者資格喪失確

認通知書（事業主通知用）の写し

○離職証明書の写し○雇用保険

被保険者資格喪失確認通知書の

写し 

○退職願の写し 

○離職証明書の写し 

○左記のいずれか 1 点を対象労働者ごとに提出してください。 

※雇用保険被保険者資格喪失確認通知書は、「被保険者通知用」ではな

く「事業主通知用」を御提出ください。 

※退職願は、宛先・離職日が記載されているか確認してください。 
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（C）【対象労働者が支給期間中に『期間満了による雇止め』又は『事業主都合』により離職した場合】（この場

合、補充労働者は認められません。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

その後、新たに労働者を補充した場合 （p.9 離職と補充の仕組みについて参照） 

2 
○雇用契約書の写し 

○労働条件通知書の写し 

○左記のいずれか 1 点を対象労働者ごとに提出してください。 

 

○有期雇用の場合、1 年以上の有期雇用（更新可能なもの）であることが

わかる内容のものが必要です。 

 

3 ○履歴書の写し 

○履歴書は雇い入れる際に補充労働者から提出を受けたものの写しを

提出してください。 

 

4 

○職務経歴等確認書 

（履歴書別添様式（様式第 4 号別

紙 3）） 

○補充労働者 1 人ごとに作成してください。 

※補充労働者本人が作成してください。 

※離職日等の記載漏れに御注意ください。 

 

5 

○官公署で発行した対象労働者

の氏名及び生年月日を確認でき

る書類の写し 

○下記のいずれか 1 点の写しを対象労働者ごとに提出してください。 

・住民票（3 ヶ月以内発行） 

・運転免許証（有効期間内） 

・住民基本台帳カード（有効期間内） 

※現住所及び発行日・有効期限が確認できるものに限ります。 

※マイナンバー（個人番号）が記載された書類は本人確認書類として受領

することができませんので、御了承ください。 

6 

○雇用保険被保険者資格取得等

確認通知書（事業主通知用）の写

し 

○左記を対象労働者ごとに提出してください。 

 

※「被保険者通知用」ではなく「事業主通知用」を御提出ください。 

 

 書類名 備考 

1 

○雇用保険被保険者資格喪失

確認通知書（事業主通知用）の

写し 

○左記書類を対象労働者ごとに提出してください。 

 

※「被保険者通知用」ではなく「事業主通知用」を御提出ください。 

 

2 

○ふくしま産業復興雇用支援助

成金支給額変更申請書 （様式

第６号（第 14 条関係）） 

○手引き 2０ページを参考に作成してください。 
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（D）【離職の報告漏れ等で、支給決定額の減額を必要とする場合】 

 

（E）【対象労働者が氏名変更した場合】 

 

（F）【事業所住所・名称・代表者氏名・送付先住所を変更した場合】 

 書類名 備考 

1 
○A～Ｃ以外で支給決定額が減

額となる事由が分かる書類 

○左記の書類を対象労働者ごとに提出してください。 

 

 

2 

○ふくしま産業復興雇用支援助

成金支給額変更申請書 （様式第

６号（第 14 条関係）） 

○手引き 2０ページを参考に作成してください。 

 

 

 

 書類名 備考 

1 

○官公署で発行した対象労働者

の氏名及び生年月日を確認でき

る書類の写し 

○下記のいずれか 1 点の写しを対象労働者ごとに提出してください。 

・住民票 

・運転免許証 

・住民基本台帳カード 

・マイナンバーカード（表面） 

※変更後の氏名が確認できるものに限ります。 

※マイナンバー（個人番号）が記載された書類は本人確認書類として受領

することができませんので、御了承ください。 

 書類名 備考 

1 

○代表者等を変更した場合の

「申立書」（任意様式） 

 

○代表者、申請事業所住所、助成対象事業所住所、事業所名称、代表者

役職のいずれかに変更があった場合に提出してください。 

○その他、通知書等の送付先変更を希望される場合も、申立書を提出し

てください。 

 

※必須項目等は２１ページ『５ 任意様式の見本 １』を参照してください。 

※通知書等の送付先は、申立書の提出がなければ、原則申請事業所の住

所になります。申立書の提出がない限り送付先の変更はできません。 

※過去に提出したものから変更がない場合は提出不要です。 

2 ○履歴事項全部証明書 
○変更があった場合、変更後のものを提出してください。 

 

3 ○債権者登録（変更）申請書 
○変更があった場合、変更後のものを提出してください。 

 

4 ○振込先通帳の写し 

○変更があった場合、変更後のものを提出してください。 

○通帳の場合、口座名（カナ）が確認できるものを提出してください。 

当座預金の場合、口座名（カナ）・口座番号が確認できる書類（例：小切手

帳等）を提出してください。 

 

5  
○役員一覧（様式第 1 号別紙 2 

（第９条関係）） 

○役員である代表者の変更があった場合、提出してください。 
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（G）【代理人による実績報告の場合】 

 

（H）【出向・派遣等が発生した場合】 

 

 書類名 備考 

1 

○代理人による実績報告の場合

必要となる「委任状」 

（任意様式） 

 

○委任範囲により、適宜提出してください。 

 

※必須項目等は２２ページ『5 任意様式の見本 2』を参照してください 

※過去の住宅支援費の申請において提出したものから変更がない場合は

提出不要です。 

※委任状の提出がない場合、代理人と実績報告に係る連絡等をすること

はできません。事業主に直接連絡をすることとなります。 

※委任を解除し、事業主自ら実績報告を行う場合も、お問い合わせくださ

い。 

 書類名 備考 

1 

○出向・派遣等していることがわ

かる書類 

（雇用契約書・出向命令書等） 

○出向・派遣等が発生した場合、提出してください。 

 

※出向契約の態様により、助成対象とならない場合があります。 

例：出向先が全ての賃金を負担する場合等（この場合、事業主都合離職扱

いとなり、対象労働者の補充は認められません） 
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◆ 留意事項 

○派遣労働者の取り扱いについて 

一般派遣・特定派遣の区別を問わず、派遣労働者は助成金の支給対象となりません。すでに支給決定されて

いる労働者も派遣が生じた時点で、対象外となります。 

 

○出向の取り扱いについて 

出向元が全く住宅支援費用を負担していない場合（雇入れ費用の全額について求償を受けている場合）は対

象外となります。 

 

○就業場所について 

原則として県内の助成対象事業所において勤務するものとし、他の事業所に移籍した場合は対象外となりま

す。また、請負・出向などでの就業場所が専ら県外となる場合においても対象外となります。 

 

○雇用契約書の記載事項について 

労働基準法第 15 条に基づき、提出する雇用契約書に以下の事項が記載されていることを確認してください。 

（１）対象労働者の氏名 

（２）契約期間（期間の定めのある労働契約においては更新する場合の基準に関する事項含む。） 

（３）就業の場所 

（４）業務の内容 

（５）始業・終業・休憩の時間 

（６）時間外労働の有無 

（７）休日・休暇についての規定 

（8）賃金 

（9）賃金の計算及び賃金の支払方法（賃金の締め切り及び支払の時期含む。） 

（１0）退職に関する事項（解雇の事由含む。） 

※上記の項目について労働者に就業規則を交付することで省略する場合も、雇用契約書には条文（もしく

は章）番号の記載が必要です。 
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○離職と補充の仕組みについて 

離職の 

タイミング 

労働者

区分 
離職理由 補充の申請 助成金の支給 

支給決定日前 

（※1） 

 

―― 

自己都合離職 

事業主都合離職 

（※2） 

申請不可 一切支給されません。 

支給決定日以

降 

（※1） 

受
給
要
件
労
働
者 

自己都合離職 

申請可能 

※受給要件労働者数の 

1／2 以下の範囲で 

認める。 

各受給要件労働者の基準

日において各雇入日の人

数より下回った場合、支給

されません。 

事業主都合離職 

（※2） 
申請不可 一切支給されません。 

そ
の
他 

雇
用
保
険
加
入
者 

区別なし ―― 

各受給要件労働者の基準

日において各雇入日の人

数から下回った場合、支給

されません。 

（※1）支給決定日とは申請後送付されている「支給決定通知書(様式第 2 号)」右上に記載された日付を指

します。 

（※2）雇用保険被保険者資格喪失確認通知書の資格喪失理由が「３」であれば、事業主都合離職とみなし

ます。なお、事業主都合離職とは要件を満たさなくなった労働者も含まれます。なお、事業主都合離職

とは要件を満たさなくなった労働者も含まれます。 

 

【補充労働者の要件】 

補充元の受給要件労働者と同様の住宅支援を受けていることが必要です。 

 

【支給期間】 

支給期間は、補充労働者が要件を満たした日から補充元の受給要件労働者の支給対象期間末日まで

となります。補充労働者が要件を満たした日より 3 年間支給されるものではありません。 

 

【補充労働者の申請】 

      助成金を全額受給した補充元労働者が離職した場合、補充労働者の申請は認められません。 
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1 『様式第 4 号（第 14 条関係）』 

 

 

様式第４号（第14条関係）

第 1 回報告

令和 ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日

福島県知事　様

所在地

名　　称

代表者職氏名

１　助成対象事業所

　　所　　在　　地：　　

　　名　　　　　 称：

２　受給要件労働者等の状況

　　別紙のとおり

３　添付書類

 (1)　出勤簿又はタイムカード

 (2)　賃金台帳

 (3)　福島県税の納税証明書

 (4)　その他（ )

　　　　

1

2

3

4

5

6

7 　助成金に関する書類を紛失した場合でも、雇用の実績の確認が取れない場合は助成金の返還を
求める場合もあることを理解します。

福島県○○市○○町〇丁目○番地

株式会社○○○○　△△事業所

【誓約】

　提出内容に不正又は虚偽報告等があることが判明した場合は、全対象労働者分について、支給決
定の取り消しや、既に支給を行った助成金についての返還、及び今後も助成金を受けられなくなる
場合があることを理解します。

　不正または虚偽の内容によっては、刑事告発等を受ける可能性があることを理解します。

　提出した書類以外について報告を求められた場合は速やかに提出します。

　県の事業内容に関する検査の対象となった場合は協力します。

　国の事業内容の検査（会計検査）の対象となった場合は協力します。

　助成金に関する書類を、当該事業の完了した日の属する会計年度の翌年から起算して５年間保管
します（支給要綱第21条）。

完了報告・
雇用実績報告書

　助成金の給付を受けるため、ふくしま産業復興雇用支援助成金（住宅支援費）支給要綱第14条の
規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

福島県○○市○○町○丁目○番地

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○

報告回は、

R２申請は第３回、R３申請は第２回、R４申請は第１回です。

本申請書を提出する日を記入

してください。

・代理人申請不可。申請者の住

所、名称、代表権を持つ人の職

名と氏名を記入。

・直近の申請時(認定時)と同じ

内容を記入。

・直近の申請時（認定時）と内容

から変更がある場合は、「申立

書」に変更内容を記入し、本様

式には変更後の内容を記入。

支給決定を受けた助成対象事業所の

住所・名称を記入。

記載例

押印は不要です。

 ３ 必ず提出していただく書類の記載例 
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２ 『様式第４号 別紙』 

 

 

 

（別紙）

受給要件労働者番号： 受給要件労働者氏名：

雇 入 日 令和 3 年 4 月 1 日 1 人 15 人 16 人

今回基準日 令和 4 年 4 月 1 日 2 人 15 人 17 人

受給要件労働者番号： 受給要件労働者氏名：

雇 入 日 令和 4 年 3 月 1 日 2 人 15 人 17 人

今回基準日 令和 4 年 4 月 1 日 2 人 15 人 17 人

受給要件労働者番号： 受給要件労働者氏名：

雇 入 日 令和 3 年 6 月 1 日 2 人 15 人 17 人

今回基準日 令和 4 年 6 月 1 日 2 人 15 人 17 人

受給要件労働者番号： 受給要件労働者氏名：

雇 入 日 令和 年 月 日 人 人 人

今回基準日 令和 年 月 日 人 人 人

受給要件労働者番号： 受給要件労働者氏名：

雇 入 日 令和 年 月 日 人 人 人

今回基準日 令和 年 月 日 人 人 人

1-2

受給要件労働者

の数

その他の雇用保

険加入者数

受給要件労働者

の数

その他の雇用保

険加入者数

受給要件労働者

の数

その他の雇用保

険加入者数

2

受給要件労働者

の数

その他の雇用保

険加入者数

福島　太郎1

合計

（自動計算）

合計

（自動計算）

合計

（自動計算）

合計

（自動計算）

合計

（自動計算）

会津　次郎

杉妻　花子

受給要件労働者

の数

その他の雇用保

険加入者数

受給要件労働者のうち最も雇入れが早い者から

順に内容を記載してください。

※受給要件労働者の数、その

他の雇用保険加入者数との合

計いずれか一方でも、基準日

時点の数が雇入日時点の数を

下回った場合は支給できませ

ん。

記載例

・補充労働者がいる場合は、補充

元受給要件労働者の直後に記載し、

番号は補充元労働者の番号に枝

番を付してください。

・基準日は、補充元労働者の基準

日です。補充労働者の雇入日の１

年後の日付ではありませんので御

注意ください。

・合計欄は自動計算されるため入力不要です。

・「雇入日」時点の合計人数は、当初の支給申

請書（様式第１号に記載の雇用保険被保険者

総数と一致します。
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3 福島県税の納税証明書（原本） 

◆最寄りの各地方振興局県税部にて 3 ヶ月以内に取得し、証明事項に「県税に未納（課税）がない」旨の記載が

あるものを提出してください。 

また、3 ヶ月以内の取得とは今回の実績報告の提出期間初日より前に遡り 3 ヶ月以内の事を指します。 

◆一つの実績報告につき 1 部提出してください。 

◆取得される際、以下「納税証明書交付申請書（記載例）」を参考に「県税に未納（課税）がないこと」が記載され

た納税証明書の交付申請を行ってください。 

※税務署・市役所等では「福島県税の納税証明書」は交付されませんので御注意ください。 

 

 

【振興局へ提出する申請書】 

 
 

【取得した納税証明書】 

 

令和○○年 △月□□日 
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４ 『様式第４号の２ 【住宅支援費】受給要件労働者一覧 

 

 

  

（
様

式
第

４
号

の
２

）

住
宅

支
援

の
種

別
（
申

請
内

容
）

⇒

住
宅

支
援

対
象

外
令

和
年

月
日

か
ら

離
職

等
令

和
5

年
2

月
1

0
日

離
職

以
外

理
由

：

住
宅

支
援

対
象

外
令

和
年

月
日

か
ら

離
職

等
令

和
年

月
日

離
職

以
外

理
由

：

住
宅

支
援

対
象

外
令

和
年

月
日

か
ら

離
職

等
令

和
年

月
日

離
職

以
外

理
由

：

住
宅

支
援

対
象

外
令

和
年

月
日

か
ら

離
職

等
令

和
年

月
日

離
職

以
外

理
由

：

住
宅

支
援

対
象

外
令

和
年

月
日

か
ら

離
職

等
令

和
年

月
日

離
職

以
外

理
由

：

住
宅

支
援

対
象

外
令

和
年

月
日

か
ら

離
職

等
令

和
年

月
日

離
職

以
外

理
由

：

住
宅

支
援

対
象

外
令

和
年

月
日

か
ら

離
職

等
令

和
年

月
日

離
職

以
外

理
由

：

住
宅

支
援

対
象

外
令

和
年

月
日

か
ら

離
職

等
令

和
年

月
日

離
職

以
外

理
由

：

注
１
）
「
□

」
欄

に
は

、
該

当
す

る
項

目
に

チ
ェ

ッ
ク

し
て

く
だ

さ
い

。

注
２

）
受

給
要

件
労

働
者

が
、
国

の
各

種
助

成
金

等
に

申
請

若
し

く
は

現
在

受
給

し
て

い
な

い
こ

と
を

確
認

し
て

く
だ

さ
い

。

注
３

）
①

の
受

給
要

件
労

働
者

は
、
⑤

の
雇

入
年

月
日

の
早

い
も

の
か

ら
順

に
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

注
４

）
受

給
要

件
労

働
者

が
離

職
し

、
補

充
の

受
給

要
件

労
働

者
を

雇
用

し
た

場
合

に
は

、
当

初
の

受
給

要
件

労
働

者
の

下
に

補
充

受
給

要
件

労
働

者
の

行
を

追
加

し
、
受

給
要

件
労

働
者

の
番

号
に

枝
番

を
付

し
て

く
だ

さ
い

。

注
５

）
既

に
申

請
等

を
行

っ
て

い
る

場
合

で
、
前

回
申

請
等

か
ら

変
更

が
あ

る
場

合
は

「
⑩

今
回

変
更

の
有

無
」
欄

に
チ

ェ
ッ

ク
を

し
て

く
だ

さ
い

。

注
６

）
１
年

以
上

の
有

期
雇

用
で

、
申

請
時

点
で

更
新

等
を

行
っ

て
い

る
場

合
は

、
「
⑦

雇
用

契
約

期
間

」
欄

に
更

新
後

の
期

間
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

注
７

）
受

給
要

件
労

働
者

が
離

職
・
配

置
換

え
に

よ
る

転
出

・
住

宅
支

援
対

象
外

と
な

っ
た

場
合

に
お

い
て

も
、
一

覧
か

ら
削

除
せ

ず
、
「
⑨

受
給

要
件

労
働

者
の

状
況

」
欄

に
離

職
等

の
状

況
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

　
　

 な
お

、
受

給
要

件
労

働
者

の
補

充
に

つ
い

て
は

、
「
事

業
主

都
合

以
外

の
離

職
」
以

外
の

場
合

は
認

め
ら

れ
ま

せ
ん

。

手
当

の
場

合
は

改
正

後
の

規
定

の
適

用
日

4
年

新
規

借
り

上
げ

追
加

借
り

上
げ

手
当

導
入

手
当

拡
充

借
り

上
げ

の
場

合
は

賃
貸

借
契

約
締

結
日

令
和

【
作

成
上

の
注

意
事

項
】

・
住

宅
支

援
の

種
別

（
㋐

新
規

借
り

上
げ

　
㋑

追
加

借
り

上
げ

　
㋒

手
当

導
入

　
㋓

手
当

拡
充

）
ご

と
に

 別
葉

 と
す

る
こ

と
。

4
月

1
日

月
1

日
時

点
）

⑨
受

給
要

件
労

働
者

の
状

況

⑩
今

回

変
更

の

有
無

基
準

日
助

成
金

受
給

対
象

期
間

県
記

入
欄

番
号

（
フ

リ
ガ

ナ
）

①
受

給
要

件

労
働

者
氏

名

②
生

年
月

日
・
性

別
③

住
所

④
雇

用
保

険
被

保
険

者
番

号

（
1

1
桁

）
⑤

雇
入

れ
年

月
日

⑥
雇

用
形

態

⑦
雇

用
契

約
期

間
⑧

支
給

対
象

期
間

中
に

定
年

退
職

を

迎
え

る
場

合
の

時
期

雇
用

期
間

の
有

無
週

あ
た

り

労
働

時
間

【
事
業
所
名
】

（
株
式
会
社
○
○
○
○
　
△
△
事
業
所

）

1

フ
ク

シ
マ

　
タ

ロ
ウ

福
島

県
○

○
市

△
△

町
×

番
☐

号
シ

ラ
カ

ワ
ハ

イ
ツ

Ⅱ
1
0

2
号

室
1

2
3

4
月

0
1

期
間

の
定

め
の

な
い

雇
用

フ ル

月
1

日
更

新
可

能
令

和
5

年
2

月

令
和

　
 年

　
  

月
 　

 日

福
島

　
太

郎
１
年

以
上

の
有

期
雇

用
～

令
和

年
月

1
日

在
職

中
（
住

宅
支

援
受

給
中

）
１
年

目

日
２

年
目

事
業

主
都

合
以

外
の

離
職

短
令

和
4

年

～

6
3

年
5

月
5

日
4

年
4

4
5

6
7

8
9

1
0

日
事

業
主

都
合

離
職

３
年

目
令

和

　
 年

　
  

月
 　

 日

3
月

1
-2

ア
イ

ヅ
　

ジ
ロ

ウ

福
島

県
○

○
市

×
×

町
△

番
☐

号
コ

オ
リ

ハ
イ

ツ
3

0
1
号

室
2

7
年

8
月

2
1

日

２
年

目
～

事
業

主
都

合
以

外
の

離
職

１
年

目
令

和

　
 年

　
  

月
 　

 日

会
津

　
次

郎
１
年

以
上

の
有

期
雇

用
～

令
和

年

3
月

1
日

在
職

中
（
住

宅
支

援
受

給
中

）

フ ル
短

令
和

5

月
3

4
5

6
7

8

日

日

年

9
0

1
2

期
間

の
定

め
の

な
い

雇
用

1
日

更
新

可
能

5
年

事
業

主
都

合
離

職
３

年
目

令
和

　
 年

　
  

月
 　

 日

令
和

年
月

6
月

2

ス
ギ

ツ
マ

　
ハ

ナ
コ

福
島

県
△

△
市

□
□

町
×

番
○

号
3

3
7

年
5

月
2

0
日

２
年

目
～

事
業

主
都

合
以

外
の

離
職

１
年

目
令

和

　
 年

　
  

月
 　

 日

杉
妻

　
花

子
１
年

以
上

の
有

期
雇

用
～

令
和

5
年

6
月

1
日

在
職

中
（
住

宅
支

援
受

給
中

）

フ ル
短

令
和

4

5
月

1
9

4
5

6
7

8
9

日

日

年

0
1

2
3

期
間

の
定

め
の

な
い

雇
用

1
日

更
新

可
能

4
年

事
業

主
都

合
離

職
３

年
目

令
和

　
 年

　
  

月
 　

 日

令
和

年
月

月
年

月
日

２
年

目
～

事
業

主
都

合
以

外
の

離
職

１
年

目
令

和

　
 年

　
  

月
 　

 日

１
年

以
上

の
有

期
雇

用
～

令
和

年

月
日

在
職

中
（
住

宅
支

援
受

給
中

）

フ ル
短

令
和

月

日

日

年
期

間
の

定
め

の
な

い
雇

用

日
更

新
可

能
年

事
業

主
都

合
離

職
３

年
目

令
和

　
 年

　
  

月
 　

 日

令
和

年
月

月
年

月
日

２
年

目
～

事
業

主
都

合
以

外
の

離
職

１
年

目
令

和

　
 年

　
  

月
 　

 日

１
年

以
上

の
有

期
雇

用
～

令
和

年

月
日

在
職

中
（
住

宅
支

援
受

給
中

）

フ ル
短

令
和

月

日

日

年
期

間
の

定
め

の
な

い
雇

用

日
更

新
可

能
年

事
業

主
都

合
離

職
３

年
目

令
和

　
 年

　
  

月
 　

 日

令
和

年
月

月
年

月
日

２
年

目
～

事
業

主
都

合
以

外
の

離
職

１
年

目
令

和

　
 年

　
  

月
 　

 日

１
年

以
上

の
有

期
雇

用
～

令
和

年

月
日

在
職

中
（
住

宅
支

援
受

給
中

）

フ ル
短

令
和

月

日

日

年
期

間
の

定
め

の
な

い
雇

用

日
更

新
可

能
年

事
業

主
都

合
離

職
３

年
目

令
和

　
 年

　
  

月
 　

 日

令
和

年
月

月
年

月
日

２
年

目
～

事
業

主
都

合
以

外
の

離
職

１
年

目
令

和

　
 年

　
  

月
 　

 日

１
年

以
上

の
有

期
雇

用
～

令
和

年

月
日

在
職

中
（
住

宅
支

援
受

給
中

）

フ ル
短

令
和

月

日

日

年
期

間
の

定
め

の
な

い
雇

用

日
更

新
可

能
年

事
業

主
都

合
離

職
３

年
目

令
和

　
 年

　
  

月
 　

 日

令
和

年
月

年
月

期
間

の
定

め
の

な
い

雇
用

日
更

新
可

能

２
年

目
～

事
業

主
都

合
以

外
の

離
職

１
年

目
令

和

　
 年

　
  

月
 　

 日

１
年

以
上

の
有

期
雇

用
～

令
和

年

月
日

在
職

中
（
住

宅
支

援
受

給
中

）

フ ル
短

令
和

事
業

主
都

合
離

職
３

年
目

令
和

　
 年

　
  

月
 　

 日

令
和

年
月

【
 住

 宅
 支

 援
 費

 】
 受

 給
 要

 件
 労

 働
 者

 一
 覧

（
令

和
5

年
6

日
日

年
月

月
日

年

平
成

昭
和

平
成

昭
和

平
成

昭
和

平
成

昭
和

平
成

昭
和

平
成

昭
和

平
成

昭
和

平
成

昭
和

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

平
成

令
和

平
成

令
和

平
成

令
和

平
成

令
和

平
成

令
和

平
成

令
和

平
成

令
和

平
成

令
和

補
充

受
給

要
件

労
働

者
の

場
合

、

補
充

元
労

働
者

の
番

号
に

枝
番

を
振

っ
て

く
だ

さ
い

。
（
注

４
参

照
）

①
：
受
給
要
件
労
働
者
氏
名

受
給

要
件

労
働

者
が

複
数

名
い

る
場

合

は
、
雇

入
年

月
日

の
早

い
順

に
記

入
し

て

く
だ

さ
い

。

改
姓

が
あ

っ
た

場
合

、
変

更
内

容
の

確

認
の

た
め

、
免

許
証

や
住

民
票

な
ど

の
写

し
を

添
付

し
て

く
だ

さ
い

。

※
変

更
認

定
申

請
は

不
要

で
す

。

認
定

時
の

内
容

を
記

入
。

認
定

時
の

内
容

を
記

入
。

最
も

遅
く

雇
入

れ
た

受
給

要
件

労
働

者

の
基

準
日

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

県 記 入 欄 に つ き 記 入 不 要

⑥
：
雇
用
形
態

有
期

雇
用

が
期

間
の

定
め

の
な

い
雇

用
と

な
っ

た
場

合
な

ど
、
雇

用
形

態
に

変
更

の
あ

っ
た

場
合

は
、
変

更
内

容
の

確
認

の
た

め
労

働
条

件
通

知
書

な
ど

の
写

し
を

添
付

し
て

く
だ

さ
い

。

※
変

更
認

定
申

請
は

不
要

で
す

。

⑦
：
雇
用
契
約
期
間

注
6

）
参

照
。

有
期

雇
用

契
約

で
、
契

約
更

新
し

て
い

る
場

合
、

更
新

後
の

雇
用

契
約

期
間

を
記

入
す

る
と

と
も

に
、

更
新

後
の

契
約

内
容

の
確

認
の

た
め

、
労

働
条

件

通
知

書
な

ど
の

写
し

を
添

付
し

て
く

だ
さ

い
。

※
変

更
認

定
申

請
は

不
要

で
す

。

⑨
：
受
給
要
件
労
働
者
の
状
況

注
7

）
参

照
。

基
準

日
時

点
の

状
況

を
記

載
し

ま
す

。

離
職

し
た

場
合

や
、
対

象
者

の
要

件
を

満
た

さ
な

く
な

っ
た

場
合

に
は

、
そ

の
内

容
に

チ
ェ

ッ
ク

を
し

て
く

だ
さ

い
。

※
住

宅
支

援
対

象
外

と
な

っ
た

場
合

、
対

象
外

と
な

っ
た

日
付

を

記
入

。

※
離

職
者

の
離

職
日

・
離

職
理

由
を

確
認

す
る

書
類

(雇
用

保
険

被
保

険
者

資
格

喪
失

確
認

通
知

書
（事

業
主

通
知

用
）)

の
写

し
を

添
付

し
て

く
だ

さ
い

。

記
載
例
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５ 『様式第４号の３ 【住宅支援費】対象労働者・対象経費一覧』」 

 

 

 

  

(様式第４号の３）

住宅支援の種別（申請内容）

○対象労働者毎に下記に記入してください。

（ ）

助成対象

事業所に

勤務してい

る

雇用保険

被保険者

である

他事業所

への派遣、

出向労働

者ではな

い

令和 4 年 4 月 1 日

令和 ５ 年 2 月 10 日

令和 ５ 年 3 月 1 日

令和 ５ 年 3 月 31 日

令和 4 年 6 月 1 日

令和 ５ 年 5 月 31 日

令和 4 年 4 月 1 日

令和 ５ 年 3 月 31 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

注1）　「□」欄には、該当する項目にチェックしてください。

注2）　対象労働者ごとに通し番号を記入してください（受給要件労働者は様式第1号の2面と同じ番号）。

注3）　受給要件労働者を筆頭に記載してください。

注4）　⑥の助成対象期間は今回の助成対象期間（１年目の場合、雇入日から1年間。２年目及び３年目の場合、前回基準日から1年間）を記入します。

　　　ただし、受給要件労働者以外の労働者は、同様の住宅支援を受けている受給要件労働者のうち最も早く雇い入れた者と同じ助成対象期間内の在職期間を記入します。

　　

県記入欄

支給申請額

（対象経費✕3／4）
万円

受給要件労働者数 人
左記以外

の

労働者数

人

日
～

計 104 万円

万円

年 月

万円

年 月 日
～

年 月 日
～

万円

万円

年 月 日
～

年 月 日
～

万円

万円

年 月 日
～

年 月 日
～

万円

万円

年 月 日
～

本宮　三郎 4 年 6 月 28 日
～

日
～

3

モトミヤ　サブロウ
福島県××町○○町△番□号

クニミハイツ108号室
36

杉妻　花子 37 年 5 月 20
福島県△△市□□町×番○号 30 万円

万円

月 21 日
～

2

スギツマ　ハナコ

福島県○○市××町△番☐号
コオリハイツ301号室

6 万円1-2

アイヅ　ジロウ

福島　太郎 63 年 5 月 5 日
～

福島県○○市△△町×番☐号
シラカワハイツⅡ102号室

32 万円1

フクシマ　タロウ

会津　次郎 7 年 8

【事業所名】 株式会社○○○○　△△事業所

番号

①労働者区分

（フリガナ）

②対象労働者氏名
③生年月日・性別

④申請時点住所

(アパート名・部屋番号まで)

【 住 宅 支 援 費 】 対 象 労 働 者 ・ 対 象 経 費 一覧

【作成上の注意】
・住宅支援の種別ごとに 別葉 とすること。
・助成対象事業所が勤務地（就業地・本務地）である労働者を記入すること。

新規

借り上げ

追加

借り上げ
手当導入 手当拡充

⑤対象経費 ⑥助成対象期間

⑦要件確認

（すべてに該当していること）

受給要件

労働者

受給要件

労働者

以外の

従業員

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

男

女

⑤対象経費：

様式第４号の４で記入する

各労働者ごとの対象経費合

計をそれぞれ記入します。

⑥助成対象期間：

今年度の助成対象期間を記入。

・1年目の場合、雇入日～今回基準日の前日まで。

・2・3年目の場合、前回基準日から今回基準日の前日まで。

・受給要件労働者以外の労働者については、最も早く雇い入

れた受給要件労働者の助成対象期間内の在職期間を記入し

ます。

⑦要件確認：

基準日時点で離職し

ている労働者につい

ては、離職前の助成対

象期間中の状況につ

いて確認しチェックし

てください。

県記入欄のため、入力不要で

す。

労働者ごとに記入した金額

の合計が自動計算されます。

（入力不要）

記載例

番号及び①労働者区分：

受給要件労働者を先にして、１から順に

通し番号を記入（助成対象期間の開始時期

が早い順に並べる）。

補充受給要件労働者は該当の受給要件労

働者の次の行に枝番で記入。
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６ 『様式第４号の４ 住宅支援費支出状況等確認書』 

（１）記載事項に係る用語の定義等について 

【借り上げ住宅用】住宅支援費支出状況等 

記載事項 

（用語等） 
用語の定義等 

○対象期間 ① 受給要件労働者にかかる対象期間は、様式第 4 号の 3 に記入の「⑥助成対象期間」に事業所が支出した経費が対象

となります。受給要件労働者の雇入日から起算して、1 年間ごとの期間となります 

（補充者については、便宜上、離職者の離職日翌日を助成対象期間の始期としているため、雇入日とは一致しませんので

御留意ください。） 

② 受給要件労働者以外の労働者にかかる対象期間については、同様の住宅支援を受けている受給要件労働者のうち最

も早く雇入れた者の助成対象期間の範囲内の在職期間にかかる経費を支出した期間を記入してください。 

（「住宅支援費支出状況等確認書」の最初の「事業所の支払日」から最後の「事業所の支払日」までの期間が助成対象期間

となります。）          

○事業所の賃借

料支払対象期間 

① 借り上げ住宅に係る賃借料が月払いの場合は、受給要件労働者の雇入日以降で、事業所が支出した日と対象となる

借り上げ期間を記入してください。 

【例】雇入日：５/1 の場合で、賃借料の支払日が 4/25 の場合、雇入日前の支払額は対象経費とならないため、次回支払

日の 5/25 支払い分（6 月分）からが対象経費となります。よって、「事業所の賃借料支払対象期間」には「６月分」「６/1～

６/3０」、「事業所の支払日には「5/25」と記入してください。 

 

② 年間一括払いの場合は、実際に支払った日に支払金額全額を記入してください。 

 （月割で支出したものとはみなされません。） 

 

○借上賃借料 事業所が支払った借り上げ住宅にかかる賃借料のみの金額を記入してください。 

（敷金礼金、共益費、光熱水費等の付随費用は対象経費とはなりません。また、賃借料と一体となって区分できない場合も

対象経費となりません。） 

○労働者負担額 借り上げ住宅の費用について、労働者から一部費用を徴収している場合はその徴収額（本人負担額）を記入してくださ

い。 

○事業所負担額 事業所が支払った「借上賃借料」から、「労働者負担額」を差し引いた金額を記入してください。 

 

【住宅手当・家賃補助用】住宅支援費支出状況等確認書 

記載事項 

（用語等） 
用語の定義等 

○対象期間 ① 受給要件労働者にかかる対象期間は、様式第 4 号の 3 に記載の「⑥助成対象期間」に事業所が支出した経費が対

象となります。受給要件労働者の雇入日から起算して、1 年間ごとの期間となります。 

（補充者については、便宜上、離職者の最終給料日を助成対象期間の始期としているため、雇入日とは一致しませんの

で御留意ください。） 

② 受給要件労働者以外の労働者にかかる対象期間については、最も早く雇入れた受給要件労働者の助成対象期間の

範囲内の在職期間にかかる経費を支出した期間を記入してください。 

（「住宅支援費支出状況等確認書」の最初の「支給日」から最後の「支給日」までの期間が助成対象期間となります。）    

○「住宅手当等の支

給」の「支給期間・支

給日」 

「住宅手当等の支給」の「支給期間・支給日」は上記の記載対象期間内に支給した内容を記入してください。対象期間

に係る賃金支払日が今回の報告期間より後にある場合、雇用労政課に連絡の上、対象期間分の賃金を支払い後、賃金

台帳の写しと併せて速やかに提出してください。 

 

※ 上記記載内容について、事実と異なることが判明した場合には、助成対象労働者全員の支給認定及び支給決定の取消

しや、既に支給を受けた助成金の返還等が生じる場合があります。また、今後助成金等の支給を受けることができなくな

る場合もあるので、十分注意してください。 
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（２）『様式第４号の４－１ 【借り上げ住宅用】住宅支援費支出状況等確認書』 

 

 

（様式第４号の４－１）

【作成時の注意事項】
　①　住宅支援の種別（住宅の新規借り上げ　・　住宅の追加借り上げ）ごとに分けて作成してください。

　　　また、基準日が相違する場合も分けて作成してください。

　②　借り上げ住宅にかかる「事業所の支払額」については、住宅の借上賃借料と共益費などその他の経費を分けて記載してください。

　③　対象労働者から入居費の一部を徴収している場合は、労働者負担額も記載し、事業所が最終的に負担した金額を対象経費としてください。

借上

賃借料

（円）

借上

賃借料

（円）

借上

賃借料

（円）

4 年 5 月 1 日 から 年 月 日 から 4 年 5 月 1 日 から

5 月分 5 月 31 日 まで 月分 月 日 まで 5 月分 5 月 31 日 まで

4 年 6 月 1 日 から 年 月 日 から 4 年 6 月 1 日 から

6 月分 6 月 30 日 まで 月分 月 日 まで 6 月分 6 月 30 日 まで

4 年 7 月 1 日 から 年 月 日 から 4 年 7 月 1 日 から

7 月分 7 月 31 日 まで 月分 月 日 まで 7 月分 7 月 31 日 まで

4 年 8 月 1 日 から 年 月 日 から 4 年 8 月 1 日 から

8 月分 8 月 31 日 まで 月分 月 日 まで 8 月分 8 月 31 日 まで

4 年 9 月 1 日 から 年 月 日 から 4 年 9 月 1 日 から

9 月分 9 月 30 日 まで 月分 月 日 まで 9 月分 9 月 30 日 まで

4 年 10 月 1 日 から 年 月 日 から 4 年 10 月 1 日 から

10 月分 10 月 31 日 まで 月分 月 日 まで 10 月分 10 月 31 日 まで

4 年 11 月 1 日 から 年 月 日 から 4 年 11 月 1 日 から

11 月分 11 月 30 日 まで 月分 月 日 まで 11 月分 11 月 30 日 まで

4 年 12 月 1 日 から 年 月 日 から 4 年 12 月 1 日 から

12 月分 12 月 31 日 まで 月分 月 日 まで 12 月分 12 月 31 日 まで

5 年 1 月 1 日 から 年 月 日 から 5 年 1 月 1 日 から

1 月分 1 月 31 日 まで 月分 月 日 まで 1 月分 1 月 31 日 まで

5 年 2 月 1 日 から 年 月 日 から 5 年 2 月 1 日 から

2 月分 2 月 28 日 まで 月分 月 日 まで 2 月分 2 月 28 日 まで

年 月 日 から 5 年 3 月 1 日 から 5 年 3 月 1 日 から

月分 月 日 まで 3 月分 3 月 31 日 まで 3 月分 3 月 31 日 まで

年 月 日 から 5 年 4 月 1 日 から 5 年 4 月 1 日 から

月分 月 日 まで 4 月分 4 月 30 日 まで 4 月分 4 月 30 日 まで

【借り上げ住宅用】住宅支援費支出状況等確認書

新規
借り上げ

追加
借り上げ

【事業所名】 （ 株式会社○○○○　△△事業所 ）

番　号

➡

3

対象労働者氏名 福島　太郎 対象労働者氏名 会津　次郎 対象労働者氏名 本宮　三郎

労働者区分
（該当する方にチェック）

番　号

➡

1 番　号

➡

1-2

受給要件労働者 左記以外の労働者
労働者区分

（該当する方にチェック）

受給要件労働者 左記以外の労働者
労働者区分

（該当する方にチェック）

受給要件労働者 左記以外の労働者

労働者毎の合計
（事業所負担額の合計） 360,000 円円

➡

借上賃借料（月額） 60,000

借り上げ住宅に
かかる事業所の

支払額内訳 ➡

借上賃借料（月額）

労働者毎の合計
（事業所負担額の合計） 320,000 円

労働者毎の合計
（事業所負担額の合計） 60,000

60,000

事業所

負担額

（円）

事業所の賃借料

支払対象期間

事業所の

支払日

労働者

負担額

（円）

事業所

負担額

（円）

事業所の賃借料

支払対象期間

事業所の

支払日

10,000

合計（月額） 65,000 合計（月額） 65,000 合計（月額） 70,000

借り上げ住宅に
かかる事業所の

支払額内訳 ➡

借上賃借料（月額） 60,000

その他の経費（月額） 5,000 その他の経費（月額） 5,000 その他の経費（月額）
借り上げ住宅に
かかる事業所の

支払額内訳

25 日 60,000 30,000

労働者

負担額

（円）

事業所

負担額

（円）

事業所の賃借料

支払対象期間

事業所の

支払日

労働者

負担額

（円）

60,000 30,000 30,000

5 月 25 日 60,000 30,000 30,000

6 月 25 日30,000 月 日4 月

30,000 30,000

6 月 25 日 60,000 30,000 30,000

7 月 25 日 60,000月 日

30,000

7 月 25 日 60,000 30,000 30,000 月

8 月 25 日 60,000 30,000月 日

日 60,000 30,000 30,000日 9

60,000 30,000 30,000日8 月 25 日 60,000 30,000

月 25

日9 月 25 日 60,000 30,000 30,000

10 月 2530,000 月 日

日

30,000 30,000

10 月 25 日 60,000 30,000 30,000

11 月 25 日 60,000月

30,00012 月 25 日

11 月 25 日 60,000 30,000 30,000 月

60,000 30,000月

月 25 日 60,000 30,000

60,000 30,000

30,000日 1

日 2 月 25 日12 月

30,000 30,000

25 日 60,000 30,000

日 2

30,000

1 月 25 日 60,000 10,000 50,000

30,000 月

3 月 25 日 60,000月 日

30,000

月 日 3 月

4 月 25 日 60,000 30,000月 25 日 60,000 30,000 30,000月

※　上記記載内容について、事実と異なることが判明した際には、助成対象労働者全員の支給認定及び支給決定の取消しや、既に支給を受けた助成金の
返還等が生じる場合があります。今後助成金等の支給を受けることができなくなる場合もありますので、十分御注意ください。
　また、記入方法等については、「実績報告作成の手引き」をご覧のうえ、誤りのないように記載してください。

対象労働者が記載しきれない場合は、様式を追加して記載してください。

月 25 日 60,000 30,000 30,00025 日 60,000 30,000 30,000 5

「対象労働者」

・様式第４号の３記載の対象労働者（受給要件労働

者以外の労働者含む）を番号順に記載してくださ

い。

・ただし、基準日が異なる対象労働者は別葉で作

成してください。

「その他の経費（月額）」

敷金礼金、共益費、光熱水費等の付随費

用は対象経費とはなりません。

「労働者負担額」

借り上げ住宅の費用について、労働者か

ら一部費用を徴収している場合は、その

徴収額（本人負担額）を記載してください。

「事業所の支払日」

受給要件労働者の雇入日以降の支払分

が対象になるため、雇入日以降の最初

の支払日からの助成対象期間内の内容

を記載してください。

また、２年目以降は前年との重複がな

いことに注意してください。

「事業所の賃借料支払対象期間」

借り上げ住宅に係る賃借料が月払いの

場合は、受給要件労働者の雇入れ日以降

で、事業所が支出した日が属する支払期

間を記載してください。

【例】雇入れ日：４/1の場合で、4月分の

賃借料の支払日が３/25の場合、雇入れ

日前の支払額は対象経費とならないた

め、次回支払日の４/25支払い分（５月

分）からが対象経費となります。

記載例
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（３）『様式第４号の４－２ 【住宅手当・家賃補助用】住宅支援費支出状況等確認書』 

 

 

（様式第４号の４－２）

【作成時の注意事項】
　①　住宅支援の種別（　住宅手当の新規導入　・　住宅手当の拡充　）ごとに分けて作成してください。

　　　また、基準日が相違する場合も分けて作成してください。

　②　中段の欄に住宅手当の導入・拡充の内容（変更前と変更後の金額）を記載してください。

 　　なお、住宅手当の導入の場合、変更前は0円としてください。

4 年 4 月 1 日 から 年 月 日 から 4 年 4 月 1 日 から

4 月分 4 月 30 日 まで 月分 月 日 まで 4 月分 4 月 30 日 まで

4 年 5 月 1 日 から 年 月 日 から 4 年 5 月 1 日 から

5 月分 5 月 31 日 まで 月分 月 日 まで 5 月分 5 月 31 日 まで

4 年 6 月 1 日 から 年 月 日 から 4 年 6 月 1 日 から

6 月分 6 月 30 日 まで 月分 月 日 まで 6 月分 6 月 30 日 まで

4 年 7 月 1 日 から 年 月 日 から 4 年 7 月 1 日 から

7 月分 7 月 31 日 まで 月分 月 日 まで 7 月分 7 月 31 日 まで

4 年 8 月 1 日 から 年 月 日 から 4 年 8 月 1 日 から

8 月分 8 月 31 日 まで 月分 月 日 まで 8 月分 8 月 31 日 まで

4 年 9 月 1 日 から 年 月 日 から 4 年 9 月 1 日 から

9 月分 9 月 30 日 まで 月分 月 日 まで 9 月分 9 月 30 日 まで

4 年 10 月 1 日 から 年 月 日 から 4 年 10 月 1 日 から

10 月分 10 月 31 日 まで 月分 月 日 まで 10 月分 10 月 31 日 まで

4 年 11 月 1 日 から 年 月 日 から 4 年 11 月 1 日 から

11 月分 11 月 30 日 まで 月分 月 日 まで 11 月分 11 月 30 日 まで

4 年 12 月 1 日 から 年 月 日 から 4 年 12 月 1 日 から

12 月分 12 月 31 日 まで 月分 月 日 まで 12 月分 12 月 31 日 まで

5 年 1 月 1 日 から 年 月 日 から 5 年 1 月 1 日 から

1 月分 1 月 31 日 まで 月分 月 日 まで 1 月分 1 月 31 日 まで

5 年 2 月 1 日 から 年 月 日 から 5 年 2 月 1 日 から

2 月分 2 月 10 日 まで 月分 月 日 まで 2 月分 2 月 28 日 まで

年 月 日 から 5 年 3 月 1 日 から 5 年 3 月 1 日 から

月分 月 日 まで 3 月分 3 月 31 日 まで 3 月分 3 月 31 日 まで

月 28 日 30,000

31 日 30,000

※　上記記載内容について、事実と異なることが判明した際には、助成対象労働者全員の支給認定及び支給決定の取消しや、既に支給を受けた助成金の返還
等が生じる場合があります。今後助成金等の支給を受けることができなくなる場合もありますので、十分御注意ください。
　また、記入方法等については、「実績報告作成の手引き」をご覧のうえ、誤りのないように記載してください。

対象労働者が記載しきれない場合は、様式を追加して記載してください。

月 31 日 60,000 3 月月 日 3

30,000

2 月 28 日 15,000 月 日

日 1 月 31 日1 月 31 日 30,500

2

11 月 30 日 30,500

日 12 月

月 30 日9 月 30

月

30 日

12 月 31 日 30,500 月

月 日 11 月

10 月 31 日 30,500 月 日 10 月 31

日 30,000

日 30,000

30,000

31

日 30,500 月

31 日 30,000日 7 月

日 30,000日 8 月 31

30,000日 9

8 月 31 日 30,500 月

月7 月 31 日 30,500

6 月 30 日 30,000

30,000

6 月 30 日 30,500 月 日

日 5 月 31 日5 月 31 日 30,500 月

4 月 30 日 30,500 月 日 30,000日 4 月 30

住宅手当の
支払期間

住宅手当の
支払日

各月の住宅手当等
支給（拡充）金額

住宅手当の
支払期間

住宅手当の
支払日

各月の住宅手当等
支給（拡充）金額

30,000

差額（拡充額） 30,500 差額（拡充額） 60,000 差額（拡充額） 30,000

住宅手当の
支払期間

住宅手当の
支払日

各月の住宅手当等
支給（拡充）金額

住宅手当の導入・変更の内
容 ➡

変更前の
住宅手当等の額

0

変更後の
住宅手当等の額

30,500
変更後の

住宅手当等の額
60,000

変更後の
住宅手当等の額

住宅手当の導入・変更の内
容 ➡

変更前の
住宅手当等の額

0

住宅手当の導入・変更の内
容 ➡

変更前の
住宅手当等の額

労働者毎の合計 320,000 円 労働者毎の合計 60,000

0

労働者毎の合計 360,000 円円

番　号

➡

3

対象労働者氏名 福島　太郎 対象労働者氏名 会津　次郎 対象労働者氏名 本宮　三郎

労働者区分
（該当する方にチェック）

番　号

➡

1 番　号

➡

1-2

受給要件労働者 左記以外の労働者
労働者区分

（該当する方にチェック）

受給要件労働者 左記以外の労働者
労働者区分

（該当する方にチェック）

受給要件労働者 左記以外の労働者

【住宅手当・家賃補助用】住宅支援費支出状況等確認書

手当導入 手当拡充

【事業所名】 （ 株式会社○○○○　△△事業所 ）

「対象労働者」

・様式第４号の３記載の対象労働者全員分（受給要

件労働者以外の労働者を含む）を番号順に記載し

てください。

・ただし、基準日が異なる対象労働者は別葉で作成

してください。

「住宅手当の導入・変更の内容」

・新たに住宅手当を導入した場合は、

変更前に「０円」と記入ください。

・変更の場合は、変更前後の額を記

入してください。

「住宅手当の支給日」

受給要件労働者の雇入日以降の支

給分が対象になるため、雇入日以降

の最初の支払日からの助成対象期間

内の内容を記載してください。

また、２年目以降は前年との重複が

ないことに注意してください。

「各月の住宅手当等支払金額」

記載金額は住宅手当等の支払を証明する賃金

台帳等の写しと一致させてください。

「左記以外の労働者」

・受給要件労働者以外の労働

者がいる場合は、当該労働者

分も必ず記載してください。

・雇入れの最も早い受給受給

要件労働者と同じ助成対象期

間になることから、様式第4号

の２の受給要件番号の最も早

い受給要件労働者と同じ支払

期間の支払内容を記載してく

ださい。

記載例
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７ 『様式第 4 号の 5 新規（追加）借上げ住宅の入居者一覧』 

 

    (様式第４号の５）

※住宅の新規借り上げ・追加借り上げを申請する場合に記載

（ ）

( )

注1）入居者は受給要件労働者、受給要件労働者以外の労働者、その他の順に記載してください。

（ ）
年 月

12
日

11 （ ）
年 月 日

（ ）
年 月

10
日

9 （ ）
年 月 日

（ ）
年 月

8
日

7 （ ）
年 月 日

（ ）
年 月

6
日

5 （ 役員 ）

土湯　愛子 10 年 10 月

ツチユ　アイコ

301号室
10 日

（ ）

本宮　三郎 4 年 6 月

）

杉妻　花子 37 年 5 月 20 日
103号室 （3

スギツマ　ハナコ

4

モトミヤ　サブロウ

２０１号室
28 日

）

日

2

アイヅ　ジロウ

102号室
会津　次郎 7 年 8

（ ）

福島　太郎 63 年 5 月 5

月 21

1

フクシマ　タロウ

101号室

（
日

新 規 （ 追 加 ） 借 り 上 げ 住 宅 の 入 居 者 一 覧

【借り上げ住宅所在地】 福島県○○市△△町□番×号

【名　 　　　　　　　　　称】
（マンション等の場合） ○○○ハイツ

番号
（フリガナ）

①入居者氏名
②生年月日 ③部屋番号

④入居者種別

受給要件

労働者

受給要件

労働者

以外の

労働者

その他

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和

平成昭和
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１ 『（様式第 4 号別紙 3）職務経歴等確認書』 

 

 

  

履歴書別添様式（様式第4号別紙3）

※受給要件労働者1人ごとに記載してください。

（全ての項目について、対象労働者自身による記入を要します。）

事業所名称：

労働者氏名：

■１．現在の事業所で就業開始される直近に勤務していた就業先の「離職日」を記載してください。

※前職がない場合は「前職がない」にチェックしてください。


※離職日が現在の事業所での就業開始日より３年以上前の場合は「前職がない」にチェックしてください。


4 年 12 月 31 日

■２．現在の事業所の求人に対する応募時に、失業状態もしくは失業状態になることが確定していたか？

（いずれかにチェックしてください。※両方に記入しないでください。）

※新卒者は「はい」にチェックしてください。

職務経歴等確認書

はい ■ いいえ □

株式会社○○○○　△△事業所

会津　次郎

離職日
（退職日） 令和 前職がない □

記載例

押印は不要です。

離職日の記入漏れに御注意ください。

「はい」もしくは「いいえ」のいずれかにチェックをしてください。

補充労働者本人が記入してください。

 4 場合により提出が必要となる書類の記載例 



20 

 

２ ふくしま産業復興雇用支援助成金支給額変更申請書 様式第６号（第 14 条関係）  

 

 

 

  

様式第６号（第14条関係）

ふくしま産業復興雇用支援助成金【住宅支援費】
支給額変更申請書

令和 ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日

福島県知事　様

住　　所

名　　称

代表者氏名

令和 ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日付け ○ 商 第 号で支給決定のあった本助成金

について、ふくしま産業復興雇用支援助成金支給要綱第14条第3項の規定により、下記のと

おり申請します。

記

1　変更する助成対象者の状況

 変更する助成対象者数 ： 名

【内訳】

※「変更事由」欄には、『期間満了による雇止め』、『事業主都合による離職』、『支給

決定前の離職』又は『事業主都合対象除外分』等と記載してください。

※「変更年月日」欄には、離職の場合は離職年月日、雇用形態の変更の場合は、変更年月

日を記載してください。

2　添付書類

 変更理由が分かる書類

福島県○○市△△町□番×号

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○

○○○○

対象労働者氏名 変更事由 変更年月日

1

△△　△△ 支給決定前の離職 令和○○年○月○日

当初の支給決定通知書（様式第２

号）の日付及び文書番号を記載し

てください。

押印は不要です。

記載例
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1 代表者等を変更した場合の「申立書」見本 

 

  

令和 ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日

福島県知事　様

所 在 地

名　　称

代表者職氏名

以下の事項及び内容について、変更したことを申し立てます。

なお、変更状況について、福島県から照会等あった場合は、協力します。

記

１　変更事項

　変更のあった項目全てにチェックの上、変更後の内容を記載してください。

〒 -

〒 -

☐

〒 -

☐

２　支給申請された募集年度

　該当年度にチェックをしてください。（複数回申請を行っている場合は該当する年度全て）

☐ 令和２年度 ☐ 令和３年度 ☑ 令和４年度

３　添付書類

　添付したもの全てにチェックしてください。

☑ 履歴事項全部証明書の写し

☑ 債権者登録（変更）申請書

☑ 振込先通帳の写し

☐ その他 （ ）

☑

☑ 代表者（職氏名）
役職 代表取締役

氏名 △△　△△

事業所名称

☐ 助成対象事業所住所

書類送付先住所
△△△ △△△△

送付先事業所名称

福島県□□市××町○番△号

☑ 申請事業所住所
△△△ △△△△

福島県□□市××町○番△号

申立書

福島県○○市△△町□番×号

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○

該当項目 変更後内容

①

②

③

④ ⑤

⑥

⑦

①～⑦は必須項目です。 記載例

押印は不要です。

 5 任意様式の見本 
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2 代理人による実績報告の場合必要となる「委任状」見本 

 

①～⑤は必須項目です 
委 任 状 

令和○○年○○月○○日 

 

福島県知事  

内 堀 雅 雄  様 

 

所 在 地 福島市○○町○○番○○号 

名 称 株式会社○○○ 

代表者職氏名 代表取締役 ○○ ○○ 

 

私は、下記の者を代理人と定め、次の権限を委任する。 

 

記 

１ 代理人  

住 所 ・ 所 在 地 ：  △△市△△町△△番△△号 

名 称 ：  △△社会保険労務士事務所 

氏 名 ：  △△ △△ 

T E L ：  △△△―△△△―△△△△ 

F A X ：  △△△―△△△―△△△ 

メールアドレス ：  △△△＠△△△.△△.△△ 

 

２ 委任事項 

ふくしま産業復興雇用支援助成金にかかる一切の権限 

（ただし、助成金の代理受領を除く） 

 

1 

2 

 

3 

 

 

4 

 

 

5 

 

 

※ひとつの実績報告につき１部ご提出ください。 

 過去に提出したものから変更がない場合は提出不要です。 
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３ 実績報告に係る受給を取り下げる場合の「申立書」見本  

 

令和 ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日

福島県知事　様

所 在 地

名　　称

代表者職氏名

　本助成金について、 令和 3 年度申請分、第 2 回報告以降の実績報告に係る受給

を辞退いたします。

福島県○○市△△町□番×号

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○

ふくしま産業復興雇用支援助成金について

記載例①～③は必須項目です。 ①

②

③

押印は不要です。


